
１ はじめに

感染症流行予測調査は「集団免疫の現況把握および病

原体の検索等の調査を行い，各種疫学資料と併せて検討

し，予防接種事業の効果的な運用を図り，さらに長期的

視野に立ち総合的に疾病の流行を予測する」ことを目的

として，厚生労働省の依頼により全国的な規模で実施さ

れている。平成１７年度は日本脳炎感染源調査，麻疹感受

性調査，風疹感受性調査，インフルエンザ感受性調査お

よびポリオ感受性調査を実施したので，その結果につい

て報告する。

２ 検査材料と方法

２．１ 日本脳炎感染源調査

対象は仙南地方で飼育された６ヶ月令のブタ１２０頭で，

７月２６日から１０月５日までの期間に６回行った。感染症

流行予測調査事業検査術式１）（検査術式と略す）に従い，

ブタ血清中の日本脳炎ウイルスに対する赤血球凝集抑制

（HI）抗体を測定した。

２．２ 麻疹感受性調査

対象は県内在住の１～５５才の健康住民２６０名で，９月１４

日から１０月２８日までの期間に採血を行った。検査術式に

従い，キット（セロディア－麻疹 富士レビオ製）によ

るPA法（粒子凝集反応）を用い，血清中の麻疹ウイルス

に対するPA抗体を測定した。

２．３ 風疹感受性調査

対象は県内在住の０～５９才の健康住民３３２名（男性１６９

名，女性１６３名）で，９月１４日から１０月２８日の期間に採血

を行った。検査術式に従い血清中の風疹ウイルスに対す

るHI抗体を測定した。

２．４ インフルエンザ感受性調査

対象は県内在住の０～５９才の健康住民２３２名で，９月１４

日から１０月２８日までの期間に採血を行った。検査術式に

従って，血清中のインフルエンザウイルスに対するHI抗
体を測定した。抗原２００５／０６シーズンのワクチン株４種

で，Aソ連型はA/NewCaledonia/２０/９９（H１N１），A香港

型はA/NewYork/５５/２００４（H３N２），B型（山形系統）は

B/Shanghai/３６１/２００２，B型（ビクトリア系統）はB/Hawaii/
１３/２００４（国立感染症研究所より分与）を使用した。なお，

凝集反応は０．５%ニワトリ赤血球と０．５%ガチョウ赤血球

を使用した。

２．５ ポリオ感受性調査

対象は県内在住の０～５５才の健康住民２２６名で，９月１４

日から１０月２８日までの期間に採血を行った。検査術式に

従って，血清中のポリオウイルスワクチン株SabinⅠ型，

Ⅱ型，Ⅲ型に対する中和抗体を測定した。

３ 結果および考察

３．１ 日本脳炎感染源調査

日本脳炎ウイルスに対するブタ血清中のHI抗体価は,
各回ともに１０倍未満で抗体価の上昇は認められず，日本

脳炎ウイルスの県内での活動は少なかったと推測された。

３．２ 麻疹感受性調査

結果は表１に示すとおり，０～１才群はワクチン未接

種者が９名含まれていたため抗体保有率は５２．６％に止

まったが，その他の年令群では９０％以上と高く，全体と

しては９３．８％であった。また，抗体価分布では，全体の

８６．９％（２２６／２６０）が感染防御を期待できる１２８倍以上

の抗体価２）を保有していたが，年数の経過とともに抗体

価は低下する傾向が認められた。全体のワクチン接種率

は８６．５％（１６０／１８５ 接種歴不明を除く）であったが，

ワクチン接種直後の２～３才群，４～９才群では接種歴

不明の４人を除いて全員がワクチン接種をしており，流

行を抑制するため求められている接種率９５％以上３）を達

成していた。一方，未接種者の６４．０％（１６／２５）が抗体

を保有しており，自然感染により抗体を獲得したと推測

された。２００６年４月より風疹・麻疹混合ワクチンの２回

接種が導入されるが，有効性，安全性が確認されるまで

の間，対象者が限られることから接種率の低下が懸念さ

れている。加えて，２００１年の全国的な流行以降，大きな

流行は認められず，接種率の低下は感受性者の蓄積に繋
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がり麻疹の再流行が心配されることから，再度，ワクチ

ン接種推進キャンペーン等の施策が必要であろう。

３．３ 風疹感受性調査

結果は表２に示すとおり，抗体保有率は男性が８０．５％，

女性が８９．６％で女性が高く，１９７７年から１９９４年まで実施

された中学生女子へのワクチン接種の影響が残っている

と推測された。流行の中心となる低年齢群の中で０～３

才群が男性３６．８％，女性５０．０％と低く，集団流行の抑制

が可能な７０％以下で，この年令群で散発的な流行が発生

する可能性があろう。一方，４才以上の各年齢群では７０％

以上の保有率であり流行の恐れは少ないと考えられる。

感染防御が期待できる抗体価４）は３２倍以上とされるが，

その保有率は１５～２９才群女性の各年令群で８３．３％（２０／

２４），８７．５％（２１／２４），１００％（７／７）と高いが，３０～

３４才群，３５～３９才群では６６．７％（８／１２），２８．６％（２／

７）と低かった。この年令群が中学生でワクチン接種を

受けた年令に相当するため，接種から１５～２０年が経過し，

獲得した抗体価が年数の経過とともに低下したと考えら

れた。妊娠可能な女性では，このように一度獲得した抗

体価が年数経過により低下することや各年令群に３２倍以

下の抗体価を保有する割合が１５％程度存在することから，

先天性風疹症候群（CRS）の発生を防止するために，妊

娠する前の追加免疫が必要と思われる。なお，ワクチン

接種率は男性７０．４％（５７／８１），女性８２．６％（９５／１１５）

であり，全体として７７．６％（１５２／１９６，接種歴不明を除

く）で，全国平均７４％３）より若干高かった。また，未接

種者の５６．８％（２５／４４）が抗体保有しており，地域的，

散発的流行により自然感染したと推測された。風疹に

とって最も重要なことはCRS発生防止であり，よって妊

娠可能な年令の女性が抗体を保有することが必須である

が，ともに小児への高い接種率を維持して流行を抑制す

ることも重要である。２００６年４月より風疹・麻疹混合ワ

クチン２回接種の導入が予定されているが，対象者が限

定されるため高い接種率が達成されるまでに時間がかか

ると予想され，それまでの間，地域流行のサーベイラン

スと引き続き抗体保有状況を把握することが求められる。

３．４ インフルエンザ感受性調査

結果は表３，４，５，６にしめすとおり，抗原によって保

有状況が異なっていた。Aソ連型に対しては全体の

５４．７％が抗体を保有しており，年令群別では，１０～１４才

群の８８．６％が最も高かった。A香港型の全体の保有率は

６８．１％で，４抗原の中でもっとも高く，５～１９才の各年令

群が７９．４％，９４．３％，と高かった。B型（山形系統）は，

全体の保有率は６２．９％に止まったが，１５～１９才群の１００％

－１４２－

表１ 麻疹感受性調査結果

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

PA抗体価件 数＊

年令群
４０９６≦２０４８１０２４５１２２５６１２８６４３２１６＜１６ワクチン

接種者数

５２．６２５２１９１９
０～１

９０．０２５１１１１０

９５．０２７６４１２０
２～３

１００．０２７５４１８

９７．８２５９１５８４２１４６
４～９

９７．７２５９１３８４２１４４

９１．４２２８１０４３１１１３３５
１０～１４

９６．８１１８１０４３１１１１３１

９７．７３８１３１０２２３２１４４
１５～１９

９７．６２７１２１０２２３２１４１

１００．０２４３２５１１７
２０～２４

１００．０１１１２５

１００．０２２７２３２１１９
２５～２９

１００．０１１１１４

９７．３５５７９５２１１１１３７
３０～３９

１００．０１３２１７

１００．０２２９６２１１２３
４０以上

０

９３．８１８３３６５６４２８１８９６３１６２６０
合 計

９７．５８２２４１４６１６１２７３１４１６０



宮城県保健環境センター年報 第２４号 ２００６ －１４３－

表２ 風疹感受性調査結果

抗 体
保有率
（％）

HI抗体価件 数＊

性別年令群
５１２≦２５６１２８６４３２１６８＜８ワクチン

接種者数

３６．８１１３２１２１９
男

０～３
８７．５１１３２１８

５０．０１３４２１１１２２
女

１００．０１３４２１１１

８８．９２１４２６１２１８
男

４～９
９４．１２１４２６１１１７

９２．９１９６７３２２８
女

９６．０１８５７３１２５

９３．３１５２３３１１５
男

１０～１４
１００．０１４１３３１２

９０．０２７５３１２２０
女

１００．０２７５３１１８

９０．０２２４７３２２０
男

１５～１９
１００．０２１４３３１３

１００．０１２６１１１３２４
女

１００．０１２６１０１２２２

８６．７４３５１２１５
男

２０～２４
０

１００．０１６７７３２４
女

１００．０３２３１９

９３．３２４５２１１１５
男

２５～２９
０

１００．０１１１３１７
女

１００．０１１１３

８５．０２２１０１２３２０
男

３０～３４
１００．０１２３

９１．７２５１３１１２
女

７５．０２１１４

７２．７２３７３１６２２
男

３５～３９
３３．３１２３

８５．７１１３１１７
女

１００．０１１１３

８４．０１４６６３１４２５
男

４０～
１００．０１１

１００．０１３７５３１９
女

０

８０．５１２２２４７３０１８７３３１６９
男

合 計
９３．００６４１８９１２４４５７

８９．６３１２３２４２３６１６５１７１６３
女

９７．９２５２０２６２９３２９５

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数
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表３ インフルエンザ（A/NewCaledonia/２０/99）感受性調査結果

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

HI抗体価件 数＊

年令群
６４０３２０１６０８０４０２０１０＜１０ワクチン

接種者数

２１．６１２３５４０５１
０～４

５７．１１２５６１４

７３．５３５６５２４９３４
５～９

１００．０２１２１２１９

８８．６１２３５７５８４３５
１０～１４

１００．０１２３３２２１３

８４．１７６５８５４２７４４
１５～１９

９５．０５５４３２１２０

６２．５５２１３２２９２４
２０～２９

６６．７１１１３

２１．７２２１１８２３
３０～３９

６６．７２１３

１２．５２１４１６
４０～４９

０

２０．０１４５
５０～５９

０

５４．７８１６１６２０２４２０２３１０５２３２
合 計

８５．５６１０９８６８６９６２

表４ インフルエンザ（A/NewYork/５５/２００４）感受性調査結果

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

HI抗体価件 数＊

年令群
６４０３２０１６０８０４０２０１０＜１０ワクチン

接種者数

３１．４１４７３１３５５１
０～４

４２．９２３１８１４

７９．４１４１３３３３７３４
５～９

８８．９３３２１９

９４．３１４６１０６３３２３５
１０～１４

９２．３１２６２１１１３

９０．９１８１６６６３４４４
１５～１９

１００．０７９１２１２０

７５．００４３６３２６２４
２０～２９

１００．０１２３

６９．９１２４４５７２３
３０～３９

１００．０１２３

３７．５２２２１０１６
４０～４９

０

４０．０２３５
５０～５９

０

６８．１２１１３１４７２７２２１８７４２３２
合 計

８３．９３１６２０５７１１０６２
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表５ インフルエンザ（B/Shanghai/３６１/０２）感受性調査結果

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

HI抗体価件 数＊

年令群
６４０３２０１６０８０４０２０１０＜１０ワクチン

接種者数

１９．６４１５４１５１
０～４

２１．４１２１１１４

６１．８１２２５７４１３３４
５～９

８８．９２２２１１１９

８０．０７７１１３７３５
１０～１４

１００．０５４２２１３

１００．０１１２１７７７４４
１５～１９

１００．０９７３１２０

８７．５１１１０４５３２４
２０～２９

１００．０１１１３

４３．５１１４４１３２３
３０～３９

３３．３１２３

５０．０２３３８１６
４０～４９

０

８０．０２１１１５
５０～５９

０

６２．９２４２５４８３８２９８６２３２
合 計

７７．４２１７１５７７１４６２

表６ インフルエンザ（B/Hawaii/１３/０４）感受性調査結果

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

HI抗体価件 数＊

年令群
６４０３２０１６０８０４０２０１０＜１０ワクチン

接種者数

３．９１１４９５１
０～４

７．１１１３１４

１４．７１３１２９３４
５～９

１１．１１８９

１４．３１２２３０３５
１０～１４

２３．１１１１１０１３

４．５２４２４４
１５～１９

５．０１１９２０

１２．５２１２１２４
２０～２９

０．０３３

１７．４４１９２３
３０～３９

３３．３１２３

１２．５２１４１６
４０～４９

０

４０．０２３５
５０～５９

０

１０．８２１７１５２０７２３２
合 計

１１．３１２４５５６２
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表７ ポリオ（SabinⅠ型）感受性調査

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数

抗 体
保有率
（％）

中和抗体価件 数＊

年令群
＞２５６２５６１２８６４３２１６８４＜４ワクチン

接種者数

８３．３４１１６
０～１

１００．０３１４

１００．０９２２１３
２～３

１００．０９１２１２

１００．０１５１３３２２３５
４～９

１００．０１４１３２２２３３

１００．０７７１１４３２３４
１０～１４

１００．０７７１０３２２３１

１００．０１３６１０８２３２４４
１５～１９

１００．０１３６１０８２３２４４

１００．０３８２２１１６
２０～２４

１００．０４４

６６．７３１１２２３６１８
２５～２９

８０．０２１１１５

８３．３３３２２３２３１８
３０～３４

７７．８１３２１２９

８４．２１２２４４３３１９
３５～３９

８０．０１１２１５

９１．３１２７４２４１２２３
４０～

１００．０１１２

９３．４５２３０４０３４１５１５１８７１５２２６
合 計

９７．３４８２７２４２３９９５０４１４９

表８ ポリオ（SabinⅡ型）感受性調査

抗 体
保有率
（％）

中和抗体価件 数＊

年令群
＞２５６２５６１２８６４３２１６８４＜４ワクチン

接種者数

８３．３５１６
０～１

１００．０４４

１００．０４４４１１３
２～３

１００．０４４３１１２

１００．０１５１０８６５３５
４～９

１００．０１５９８５５３３

１００．０２６８９４２３３４
１０～１４

１００．０２６７９３２２３１

１００．０６７１４１２４１４４
１５～１９

１００．０６７１４１２４１４４

１００．００４２４５１１６
２０～２４

１００．０１１１１４

１００．０２３３２２２２２１８
２５～２９

１００．０２１１１５

９４．４２１４４５１１１８
３０～３４

１００．０１２２３１９

１００．０２１５４６１１９
３５～３９

１００．０１１２１５

１００．０１１３９３２４２３
４０～

１００．０１１２

９９．１１３２５３９５２４４３４１２５２２２６
合 計

１００．０１１１８２８３６３０１７６３０１４９

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数



を含め全年令群で抗体を保有していた。B（ビクトリア

系統）は全体の抗体保有率が１０．８％で極めて低く，年令

群別でも５０～５９才群の４０．０％が最高であった。感染防御

が期待できる抗体価の４０倍以上でみると，その傾向はよ

り顕著であった。Aソ連型，B型（山形系統）の抗原はと

もに２００４／０５シーズン用のワクチン株であり，また，２００５

／０６シーズンのインフルエンザ流行がAソ連型，A香港型，

B型の混合流行であったことから，集団で生活すること

の多い５～１９才の年令群がウイルス感染を頻繁に受け，

高い抗体保有率となったと推測された。B型（ビクトリ

ア系統）の流行は３シーズン前であり，また，２００４／０５

シーズンのワクチン株でなかったことが，極めて保有率

の低い理由と考えられた。詳細は論文に示した。

３．５ ポリオ感受性調査

結果は表７，８，９のとおり，２４才以下の年令群ではワ

クチン未接種者１名を除き，全員がⅠ型，Ⅱ型，Ⅲ型に

対して抗体を保有していた。これは９６．７％（１４５／１５０，

接種歴不明は除く）の高いワクチン接種率を反映してい

ると考えられる。しかし，２５才以上の年令群では型によっ

て，低い保有率も認められた。とくに，従来より低い保

有率を指摘されていた１９７５～７７年出生（２００５年で２８～３０

才）を含む２５～２９才群のⅠ型は，今回の調査でも最も低

く６６．７％に止まった。なお，２名（ワクチン未接種者の

０才，接種歴不明の３０才）がⅠ，Ⅱ，Ⅲのすべての型に

抗体を保有していなかった。

近年，日本でのポリオ流行は無く，そのため抗体の獲

得はワクチン接種に依存している。型によって獲得する

抗体価や低下する割合が異なるが，全体として年数を経

過するとともに，抗体価が低下し保有率が下がる傾向が

認められる。海外では，２００４年後半，西部アフリカに由

来するⅠ型野性株によりナイジェリア周辺国，スーダン

等で大規模な再流行が発生し，続く２００５年にはイエメン，

インドネシアで再流行が発生した。これらは，一度，ポ

リオを根絶した地域で，ワクチン接種率が低下している

ことを示しており，一度ポリオが根絶された地域でも，

高いワクチン接種率を維持しつつ，海外からの輸入ポリ

オウイルスを監視するサーベイランスが重要となる。

４ まとめ

平成１７年度は日本脳炎感染源調査，麻疹感受性調査，

風疹感受性調査，インフルエンザ感受性調査およびポリ

オ感受性調査を行った。日本脳炎感染源調査では日本脳

炎ウイルスに対するブタのＨＩ抗体価は上昇せず，ウイ

ルスの活動は少なかったと推測された。麻疹感受性調査

では，抗体保有率が９３．８％と高かったが，ワクチン接種

率は８６．５％であり，ワクチン未接種者が自然感染によっ

て抗体を獲得したと考えられた。なお，ワクチン接種直

後の２～３才群と４～９才群の接種率は，流行を抑制す
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表９ ポリオ（SabinⅢ型）感受性調査

抗 体
保有率
（％）

中和抗体価件 数＊

年令群
＞２５６２５６１２８６４３２１６８４＜４ワクチン

接種者数

８３．３５１６
０～１

１００．０４４

１００．０４４４１１３
２～３

１００．０４４３１１２

１００．０１５１０８６５３５
４～９

１００．０１５９８５５３３

１００．０２６８９４２３３４
１０～１４

１００．０２６７９３２２３１

１００．０６７１４１２４１４４
１５～１９

１００．０６７１４１２４１４４

１００．０４２４５１１６
２０～２４

１００．０１１１１４

１００．０２３３２２２２２１８
２５～２９

１００．０２１１１５

９４．４２１４４５１１１８
３０～３４

１００．０１２２３１９

１００．０２１５４６１１９
３５～３９

１００．０１１２１５

１００．０１１３９３２４２３
４０～

１００．０１１２

９９．１１３２５３９５２４４３４１２１５２２２６
合 計

１００．０１１１８２８３６３０１７６３１４９

件数＊はワクチン接種者を含む総検体数



るために求められている９５％以上を達成していた。風疹

感受性調査では，抗体保有率が男性の８０．５％に対して女

性では８９．６％と高く，中学生女子へのワクチン接種の影

響が残っていると推測された。年令群別では女性の３０～

３４才群，３５～３９才群の保有率が６６．７％，２８．６％と低く，

中学生女子でのワクチン接種により獲得した抗体価が低

下したことによると考えられた。CRS発生を防止するた

めには，追加接種により妊娠可能な年令群の抗体価を高

く維持するとともに，流行を阻止するため高いワクチン

接種率を維持することが必要である。インフルエンザ感

受性調査では，Aソ連型，A香港型，B型（山形系統）に

対して５～１９才の各年令群の抗体保有率が高かった。そ

の理由として，２００４／０５シーズンはAソ連型，A香港型，

B型（山形系統）混合流行であったため，集団で生活す

る機会が多い年令群では感染を頻繁に受けやすく高い抗

体保有率となったと考えられた。B型（ビクトリア系統）

の保有率は３シーズン前の流行であったこともあって極

めて低い抗体保有率であった。ポリオ感受性調査では

９６．７％の高いワクチン接種率を反映して，２４才以下の年

令群ではⅠ，Ⅱ，Ⅲ型のすべてにほぼ１００％の保有率で

あった。しかし，従来より低い保有率を指摘されていた

Ⅰ型の２５～２９才群は，今回の調査でも最も低く６６．７％で

あった。
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１）厚生労働省健康局結核感染症課，国立感染症研究所
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２）国立感染症研究所感染症情報センター：“麻疹の現

状と今後の風疹対策について”（２００２）

３）厚生労働省・国立感染症研究所感染症情報センター：
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４）国立感染症研究所感染症情報センター：“風疹の現
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１ はじめに

１９９９年４月１日から施行された感染症法において，感

染症発生動向調査は感染症の発生を予防するために重要

な事業とされ充実が図られている。本調査は，患者の発

生を週単位で収集・分析・提供・公開する患者情報と患

者への良質かつ適切な医療の提供や感染症発生の予防お

よびまん延防止のための病原体情報の機能を有している。

宮城県では，２００２年４月より宮城県医師会と県内の医療

機関および保健所の協力を得て「宮城県結核・感染症発

生動向調査事業実施要綱」１）に基づき，感染症の病原体

検査を開始した。今回は２００５年４月～２００６年３月までに

得られた病原体の検出状況を報告する。

２ 方法と材料

２．１ 対 象 疾 病

病原体検査を開始するに当たり健康対策課と協議し，

定点把握対象の５類感染症の中から，咽頭結膜熱，A群
溶血性レンサ球菌咽頭炎，感染性胃腸炎,手足口病，ヘル

パンギーナ，麻疹，流行性耳下腺炎,インフルエンザ,急性

出血性結膜炎，流行性角結膜炎，細菌性髄膜炎，無菌性

髄膜炎の１２疾患を病原体検査対象とした。

２．２ 検体採取協力医療機関

要綱の基準に従って宮城県医師会が選定した病原体定

点医療機関は３小児科定点，１眼科定点，７基幹定点およ

び６インフルエンザ定点（そのうち３定点は小児科定点

を兼ねる）で，さらに，患者情報を考慮して一部の患者

定点医療機関へも検体採取を依頼した。

２．３ 検 査 材 料

インフルエンザ，A群溶血性レンサ球菌咽頭炎，ヘル

パンギーナ，手足口病,流行耳下腺炎等の１１疾患について

は，主に咽頭ぬぐい液を，感染性胃腸炎については糞便

を採取し検体とした。

２．４ 検査対象病原体

呼吸器疾患の細菌検査は，主にA群溶血性レンサ球菌

を対象とし，ウイルス検査は，インフルエンザ，パライ

ンフルエンザ，RSウイルス，アデノウイルスを対象とし

た。また，腸管系疾患の細菌検査は，病原性大腸菌，赤

痢菌，サルモネラ属菌，カンピロバクター，腸炎ビブリ

オおよびエルシニアを対象とし，ウイルス検査は，ノロ

ウイルス，ロタウイルス，エンテロウイルス，アデノウ

イルスを，一部の検体についてはアストロウイルス，サ

ポウイルスを対象とした。

２．５ 検 査 法

細菌検査は直接選択培地に塗沫後，疑わしいコロニー

について直接鏡検や生化学性状検査，血清型別検査，ラ

テックス凝集反応，薬剤感受性試験 およびPCR法等によ

る病原因子の検索を行い同定した。ウイルス検査は，

HEp-２，LLC-MK２，RD-１８s，Vero，CaCo２，MDCKの６

種類の細胞とコクサッキーA群の分離には哺乳マウスも

併用して分離培養を行い，分離されたウイルスは中和試

験，赤血球凝集抑制試験等により同定した。また，PCR
法や増幅した遺伝子のシークエンスおよび迅速化のため

抗原検出ELISA法キットも使用した。

３ 結果と考察

３病原体定点医療機関および１６患者定点医療機関の協

力により検体を採取した。

採取された検体は２３１件で月別・診断名別検体数を表１

に示した。診断名別に見ると，感染性胃腸炎１０１件

（４３．７％）が最も多く，続いてインフルエンザが６９件

（２９．９％），A群溶血性レンサ球菌咽頭炎が１２件（５．４％）

で，手足口病が２１件（９．１％），ヘルパンギーナが１８件

（７．８％），咽頭結膜熱と流行性耳下腺炎が各々５件

（２．２％）であった。眼科対象疾患である急性出血性結

膜炎，流行性角結膜炎や基幹定点対象である細菌性髄膜

炎，無菌性髄膜炎については，報告数が少なく検体採取

の機会が得られなかった。

月別の主な検体採取状況は，４，５月にシーズン後期の
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３２１１２１１１０９８７６５４計診断名 月

１３１３１９８３１３６９インフルエンザ

５５咽頭結膜熱

３２２５１２A群溶血性レンサ球菌咽頭炎

２５４２６１５１１２１２８８１７１０１感染性胃腸炎

４２１５２１手足口病

２１６１８ヘルパンギーナ

５５流行性耳下腺炎

２２２２２３３６１５１１４３３３３１１３０２３１計

表１ 月別・診断名別病原体検体数

＊Norovirus（NoV）とRotavirus：NoVとPoriovirus：NoVとAdenovirus：NoVとSapovirusAdenovirusとCoxackievirus
EPECとSalmonellaDerby

合

計

流

行

性

耳

下

腺

炎

ヘ

ル

パ

ン

ギ

ー
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０１InfluenzavirusA（H１）型

０４６A（H３）型

１１Adenovirus ５型

５５４１型

４４Mumpsvirus G型

２０１６４CoxackievirusA６型

１２１２A１６型

１１B４型

３３Enterovirus７１型

４４Norovirus G１型

３２３２G２型

５５Rotavirus

１１Sapovirus

３３Astrovirus

３３Campylobacterjejuni

１１Yersiniaenterocolitica

２２groupAStreptococcus T３型

５５T４型

５５serovarunknown

１１１１＊１検体より複数の病原体

表２ 診断名別病原体検出状況



インフルエンザが１６件採取され，６，７月には手足口病１５

件，ヘルパンギーナ１６件とともにA群溶血性レンサ球菌

咽頭炎５件と咽頭結膜熱（プール熱）５件が採取された。

１２月初旬からインフルエンザの流行が始まり，３月まで

５３件が採取された。感染性胃腸炎は原因となる病原体の

動向を把握するため通年，検体採取を行ったが，患者報

告のピークは１１，１２月であり，この期間に４１件（感染性

胃腸炎検体の４０．６％）が採取された。

診断名別の病原体検出状況を表２に示した。インフル

エンザと診断された検体６９件中４７件（検出率６８．１％）か

ら病原体が検出された。内訳は，インフルエンザウイル

スA香港（H３）型４６件，Aソ連（H１）型１件であり，

２００５／０６シーズンの県内におけるインフルエンザ流行は

A香港（H３）型が主流であった。シーズンはじめての集

団発生を対象とするインフルエンザ施設別調査は,大崎

保健所管内の小学校が対象となったが，１３件中８件から

A香港（H３）型が検出されている。また，A群溶血性レ

ンサ球菌咽頭炎１２件中すべての検体からA群溶血性レン

サ球菌が検出された。感染性胃腸炎の検体１０１件中６６件

（６５．３％）から病原体が検出された。内訳はノロウイル

ス３６件，ロタウイルス，アデノウイルス４１型が各々５件，

アストロウイルス３件，サポウイルス１件，コクサッキー

ウイルスB４型，エルシニア各々１件，また，同一検体

から複数の病原体が検出された例が１１件あった。感染性

胃腸炎の病原体の動向については論文「感染性胃腸炎に

おける病原体の季節的動向」に詳細を示した。

手足口病２１件からはコクサッキーウイルスA１６型１２件

とエンテロウイルス７１型（EV７１）３件が検出された。手

足口病は口腔粘膜および四肢末端に現れる水疱性の発疹

を主症状とし，幼児を中心として夏季に流行する急性ウ

イルス性感染症であり,基本的に予後は良好とされてい

る。しかし，急性髄膜炎の合併が時に見られ，EV７１を原

因とする場合は，中枢神経系合併症の発生率が他のウイ

ルスより高いことが知られている。今回，感染症発生動

向調査患者報告によれば第１０週に登米保健所管内での流

行が認められ，管内の２定点医療機関で手足口病と診断

され検体が採取された６件中３件よりEV７１を検出した。

その結果は，直ちに保健所を通して定点医療機関に報告

し，また第１４週報の病原体検出情報２）に記載し，加えて

第１４週と１６週の週報３）ではEV７１と手足口病についてコ

メントをのせ注意を喚起した。その他，ヘルパンギーナ

１８件からは主にコクサッキーウイルスA６型１６件が検出

された。また，流行性耳下腺炎５件からはムンプスウイ

ルスG型４件が，咽頭結膜熱５件からコクサッキーウイ

ルスA６型４件が検出された。

４ まとめ

宮城県感染症発生動向調査の病原体検査において，１９

定点医療機関から２３１件の検体が採取された。その内訳は，

インフルエンザ，A群溶血性レンサ球菌咽頭炎の呼吸器

系疾患の検体が８１件（３５．１％），感染性胃腸炎の腸管系

疾患の検体が１０１件（４３．７％），ヘルパンギーナ，手足口

病等が４９件（２１．２％）であった。病原体の検出率は２３１

件中１６５件，７１．４％に達し，県内の病原体状況を効率的に

把握することができた。検出した主な病原体はインフル

エンザウイルスが４７件，ノロウイルスが３６件，コクサッ

キーウイルスが３３件，A群溶血性レンサ球菌が１２件等で

あった。
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１ はじめに

食中毒検査は，食中毒発生時に患者の症状，喫食調査，

関連施設の状況等の調査と併行して，病因物質および原

因食品の早期究明を行い健康被害の拡大を防止すること

を目的としている。微生物部は食中毒検査のうちで，①

原因としてウイルスが疑われる場合の検査②パルス

フィールドゲル電気泳動（PFGE）やシークエンスによる

遺伝子解析③分離や性状確認が困難な病原菌の検査およ

び病原遺伝子検査を担当している。

２ 検査実績

２．１ ウイルス検査

検査材料は患者糞便，推定原因施設の従業員糞便，食

材および拭き取りで，主にノロウイルス（NoV）を対象

としてNoV遺伝子の検索を行った。検査法は迅速性を重

視して定量PCR法で行い，食材,拭き取りについては一部

定性法も実施した。

結果を表１に示した。食中毒と有症苦情１４事例２１２件に

ついて検査を行い１０事例７５件からNoV遺伝子を検出した。

患者糞便１１６件中６６件（５６．９％）や従業員便３２件中４件

（１２．５％）からNoV遺伝子が検出され，さらに，事例２

では殻付きの岩かき１１個体について定性法で検査を行い

３個体がNoV陽性となった。また，事例１３では，拭き取

り検体を定性法で検査し，冷蔵庫取っ手と手洗い場蛇口

の検体がNoV陽性となった。NoVが検出された１０事例は，

GⅠ群が２事例，GⅡ群が４事例，GⅠ，GⅡの混合が４

事例であった。この他に，食中毒疑いで調査を始めたが，

感染性胃腸炎と判明した事例が４事例検体数８６件あった。

－１５２－

食中毒検査実績－ウイルス検査および食中毒原因菌の特殊検査実施状況－

TheexaminationofFoodpoisoning

微 生 物 部

DepartmentofMicrobiology

キーワード：食中毒；ノロウイルス；カンピロバクター属菌；サルモネラ属菌

KeyWords：foodpoisoning；Norovirus；Campylobacter；Salmonella

表１ 食中毒等検査成績（ウイルス検査）

（ ）内はNV検出数

検出病原体
検体の内訳

検体数原因食品発病場所担当保健所受付月日謂
拭取食品吐物従業員便非発症者発症者

食 中 毒NV（GⅠ）１５（３）１５（３）不 明郡 山 市大崎・石巻・塩釜Ｈ１７．４．５１

食 中 毒NV（GⅠ，GⅡ）７（０）１１（３）２（０）２０（３）岩 か き石 巻 市石 巻４．１９２

食 中 毒NV（GⅠ，GⅡ）６（０）３（０）４（０）１０（２）８（４）３１（６）飲食店の食事亘 理 町塩釜・岩沼５．１７３

食 中 毒NV（GⅡ）５（０）１（０）２（０）１（１）９（１）民 宿 の 食 事仙 台 市気 仙 沼５．２５４

食 中 毒検出せず１（０）１（０）不 明東松島町石 巻７．１９５

有症苦情検出せず１（０）１（０）不 明多賀城市塩 釜９．１４６

食 中 毒NV（GⅡ）４（０）１６（０）４（０）５（４）２９（４）殻付きかき（推定）仙 台 市石 巻１２．６７

有症苦情検出せず１（０）２（０）３（０）不 明石 巻 市石 巻１２．６８

食 中 毒NV（GⅡ）８（８）８（８）飲食店の食事相 馬 市岩沼・仙南１２．２１９

食 中 毒NV（GⅠ）１５（３）２０（１７）３５（２０）カニにぎり寿司（推定）山 元 町岩 沼１２．２７１０

有症苦情検出せず２（０）２（０）不 明多賀城市岩 沼Ｈ１８．１．２７１１

食 中 毒NV（GⅠ，GⅡ）１７（５）１６（１４）３３（１９）不 明気仙沼市気 仙 沼１．３０１２

食 中 毒NV（GⅠ，GⅡ）９（２）３（１）８（７）２０（１０）不 明古 川 市大 崎２．１４１３

食 中 毒NV（GⅡ）２（０）２（０）１（１）５（１）飲食店の食事塩 釜 市塩 釜２．２７１４

３１（２）３２（３）１（０）３２（４）２９（７）８７（５９）２１２（７５）計



２．２ パルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）による

食中毒菌の遺伝子パターン解析

食中毒事件に際して，事件の規模や疫学的な広がりを

把握するための手段として，分離された菌株の遺伝子パ

ターン解析が重要となる。そのため，Ｈ１７年度は試験検

査部から食中毒由来のサルモネラ・モンテビデオ２４株，

カンピロバクター・ジェジュニ１７株の検査依頼があった。

サルモネラ・モンテビデオについて２種類の制限酵素

（XbaⅠ，BlnⅠ）を用いて解析した。詳細は論文に示し

た。

カンピロバクター・ジェジュニについては５種類の制

限酵素（SmaⅠ，XbaⅠ，SalⅠ，KpnⅠ，BamHI）を用い

て解析したところ，患者便と原因食品（ホテル内で摂食

した食品）の遺伝子パターンが一致した。

２．３ クリプトスポリジウム等検査

最終的にカンピロバクター・ジェジュニが原因とされ

た食中毒事件の関連調査として，原水，浄水各１件およ

び患者便４件について，クリプトスポリジウムおよびジ

アルジアの検査を実施したが、いずれからも検出されな

かった。

３ まとめ

ウイルス検査は１４事例（２１２件）について行い，１０事

例（７５件）よりNoV遺伝子を検出した。また，パルスフィー

ルドゲル電気泳動（PFGE）による解析では，サルモネ

ラ・モンテビデオ２４株，カンピロバクター・ジェジュニ

１７株が各々遺伝子パターンが一致した。
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２類感染症の発生は，細菌性赤痢が２件（患者数４名）

であった（表１）。うち１件（患者数１名）はS.sonneiⅠ
で，２００１年に分離した韓国産カキ由来株および２００４年８

月～２００５年５月までに分離した５株とPFGE遺伝子パ

ターンはDice法で８５％以上の類似度を示した。他の１件

（患者数３名）は２家族に感染した事例であった。最初

に届出された患者（女児）からS.sonneiⅠが分離され，

その後，母親も発症し，S.sonneiⅠが分離された。さら

に，この母娘が訪問していた他の家族のうち男児が発症

し，S.sonneiⅠ，Ⅱが分離された。これらS.sonneiⅠ，Ⅱ

は定型的な赤痢菌の性状を示し，invEおよびipaHを保有

していた。PFGE遺伝子パターンはDice法で９０％以上の類

似度を示した。

３類感染症（腸管出血性大腸菌感染症）の発生は２０事

例で，２０５件の検体（糞便，食品，ふきとり，水）から

陽性は４５名，ふきとり１件であった（表２）。内訳は，O１５７
が１３事例２４名，O２６が７事例２１名，１件であった。O１５７が
仙南保健所管内１事例（№５－１０），登米保健所管内１

事例（№１１－１３），栗原保健所管内１事例（№１９－２１）

および塩釜保健所岩沼支所１事例（№２９－３１），O２６が仙

南保健所管内２事例（№２－４，№３２－３７），大崎保健所

管内１事例（№２３－２４），登米保健所管内２事例（№２５

－２７，№４１－４２），気仙沼保健所管内１事例（№１４－１８），

の家族内感染があった。なお，集団発生はなかった。

－１５４－

平成１７年度に宮城県で発生した２類および３類感染症

ThecasesofInfectiousDiseasesCategoriesⅡandⅢinMiyagiprefecture（２００５）

微 生 物 部

DepartmentofMicrobiology

キーワード：細菌性赤痢，腸管出血性大腸菌感染症，O１５７，O２６

Keywords：bacterialshigellosis，enterohemorrhagicE.coli.infection，O１５７，O２６

表１ ２類感染症発生状況

備考人数菌種・血清型感染症名

３ShigellasonneiⅠ細菌性赤痢

１ShigellasonneiⅡ細菌性赤痢

表２ ３類感染症発生状況（届出）

ベロ毒素血液型性別年齢保健所受付日№ベロ毒素血液型性別年齢保健所受付日№

VT１O２６：HNM女３大 崎８．２７２４VT１，２O１５７：HNM女２仙 南７．１４１

VT１O２６：H１１男１登 米８．２５２５VT１O２６：HNM女２仙 南７．２０２

VT１O２６：H１１男５０登 米８．２７２６VT１O２６：HNM女３３仙 南７．２１３

VT１O２６：H１１男１７登 米８．２９２７VT１O２６：HNM男６４仙 南７．２２４

VT１，２O１５７：HNM男７３仙 南９．５２８VT１，２O１５７：H７女１５仙 南８．３５

VT１，２O１５７：H７女７７岩 沼９．６２９VT１，２O１５７：H７女１８仙 南７．３１６

VT１，２O１５７：H７女４０岩 沼９．７３０VT１，２O１５７：H７女１７仙 南７．３１７

VT１，２O１５７：H７女１３岩 沼９．７３１VT１，２O１５７：H７女１７仙 南７．３１８

VT１O２６：H１１男６仙 南９．１４３２VT１，２O１５７：H７女１８仙 南８．３９

VT１O２６：H１１男２仙 南９．１４３３VT１，２O１５７：H７女１６仙 南８．３１０

VT１O２６：H１１女５２仙 南９．１４３４VT１，２O１５７：HNM男１登 米８．６１１

VT１O２６：H１１男０仙 南９．１４３５VT１，２O１５７：HNM男５３登 米８．６１２

VT１O２６：H１１女４仙 南９．１５３６VT１，２O１５７：HNM女８登 米８．８１３

VT１O２６：H１１男５０仙 南９．１５３７VT１O２６：H１１男１気仙沼８．１２１４

VT２O１５７：H７女１９栗 原９．１６３８VT１O２６：H１１洗面台気仙沼８．１２１５

VT２O１５７：H７女２塩 釜１０．８３９VT１O２６：H１１女３気仙沼８．１２１６

VT２O１５７：H７男９大 崎１０．２０４０VT１O２６：H１１女気仙沼８．１２１７

VT１O２６：H１１男３登 米１１．９４１VT１O２６：H１１男気仙沼８．１２１８

VT１O２６：H１１女１登 米１１．９４２VT１，２O１５７：H７女８栗 原８．１５１９

VT１，２O１５７：HNM女２１岩 沼１１．１５４３VT１，２O１５７：H７女３８栗 原８．１５２０

VT１，２O１５７：H７女６０大 崎１２．２４４VT１，２O１５７：H７女６６栗 原８．１５２１

VT１，２O１５７：H７女１１石 巻１２．１６４５VT２O１５７：H７女２９大 崎８．１９２２

VT１O２６：H１１男１大 崎１．１９４６VT１O２６：HNM男２大 崎８．２６２３



１．はじめに

食の安全性に対する国民の関心が高まっているなか，

平成１６年度のプロジェクト研究「環境汚染と食の安全に

関する研究」の一環として，我々は，平成１４年度の輸入

食品中の残留農薬調査１）及び，平成１５年度のトータルダ

イエットスタディ試料中の残留農薬調査２）で残留農薬数

が多く検出された果実類を対象として，残留農薬の摂取

量を把握するため調査を実施した。宮城県内のスーパー

マーケットから食品を買い上げ，平成１３年度国民栄養調

査結果をもとに，国産だけの果実類Ⅵ群，輸入品だけの

果実類Ⅵ群の試料及びそれぞれの個別食品を調製した。

この結果をまとめたので報告する。

２．方 法

２．１ 調 査 対 象

県内スーパーマッケットで表１に示す品目を買い上げ，

それぞれの可食部を平成１３年度国民栄養調査に基づき，

一日摂取量の４日分ずつを混合均一化してⅥ群試料とし

た。また，個別試料は可食部をそれぞれ均一化して試料

とした。ただし，バナナは国産品が，りんご及びいちご

は輸入品が入手できず試料に入れることができなかった。

２．２ 試料調製法

氏家ら３）の方法により試料調製を行い，１４６農薬（異

性体含１６０農薬）についてGC/MS-SIM測定を行った。Ⅵ

群試料及び個別試料の果実類は１０ｇ，ジュース類は５０ｇ

を秤り取り，抽出・精製後，最終試料溶液２mlとした。

３．結 果

国産及び輸入品のⅥ群，個別食品中の残留農薬濃度を

表２－１，２－２に示す。

国産果実類では１４農薬が検出されたが，殺虫剤９農薬，

殺菌剤２農薬のほか，スイカ及びいちごには除草剤３種

類が検出された。個別食品の濃度範囲は０．２ppb未満～

５９ppbであり，一日摂取量は０～０．３４μg/dayであった。

混合調製した国産Ⅵ群試料には，個別食品で検出された

農薬のうち，一日摂取量の多いスイカで検出されたシマ

ジンだけが検出された。混合することによって個別食品

の農薬が希釈されるため，Ⅵ群試料中のシマジン以外の

農薬は，検出下限値を下回る濃度となり，Ⅵ群試料では

検出されなかった。Ⅵ群試料からの農薬一日摂取量は，

個別食品農薬一日摂取量の和と比較すると約１／２で

あった（図１）。また，農薬種毎に個別食品の濃度を使

用して算出した一日摂取量と，当該農薬の一日許容摂取

量４）との比をみると，最大はフェニトロチオンで，その

一日許容摂取量の約１／９０００，最小はメトリブジンの約

１／１０７で日常的に摂取する濃度としては全く問題のな

い濃度であった。

外国産果実類では，国産に比較して少ない５農薬（殺

虫剤３農薬，殺菌剤１農薬，除草剤１農薬）が検出され

たが，個別食品の濃度範囲は０．２ppb未満～２．２ppb，一日

摂取量は０～０．０２５μg/dayであり，国産個別食品の１／

１０以下であった。混合調製した外国産Ⅵ群試料には，農

薬は検出されなかった（図２）。また，農薬毎に個別食

品の濃度を使用して算出した一日摂取量と，当該農薬の

一日許容摂取量との比をみると，約１／４００００～１／

２００００であり，外国産果実類についても，国産果実類と

同様に日常的に摂取する濃度としては全く問題のない濃

度であった。

４．まとめ

マーケットバスケット方式により購入・調製した，トー

タルダイエットスタディⅥ群試料及び個別試料について

は，皮を剥いたり水洗をして，日常，食する状態と同じ

に調製するため，残留農薬濃度及び一日摂取量は非常に

低く，全くヒトの健康に支障のない程度であった。

（引用文献）

１）氏家愛子，長船達也，曽根美千代，大江浩：宮城県
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２）長船達也，氏家愛子，佐藤信俊：宮城県保健環境セ

ンター年報，２２，６４（２００４）．

３）氏家愛子，佐藤信俊：宮城県保健環境センター年報，

２３，５５（２００５）．
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－１５６－

表１ Ⅵ 群 試 料

調 理 法産地又は製造地食 品 名種類群

皮をむき，内袋を取って果肉だけにする和歌山県甘夏
柑橘類

国

産

皮をむき，内袋をとって果肉だけにする熊本県清見オレンジ

水洗いし，皮をむき，へたと軸種をとって果肉だけにする青森県りんご（ふじ）りんご

水洗いし，へたをとる栃木県いちごいちご

皮と種を取る群馬県スイカ

その他 水洗いし，皮をむき，種をとる長崎県びわ

水洗いし，皮をむき，芯をとる大分県産なし

そのまま分取愛媛県みかんジュース
果 汁

そのまま分取東京都ぶどうジュース

皮をむき，うち袋を取って果肉だけにする（多少白皮含む）米国オレンジ
柑橘類

輸

入

品

皮をむき，うち袋を取って果肉だけにする米国グレープフルーツ

皮をむいてそのまま分取フィリピン産バナナ（キャベンディッシュ）バナナ

そのまま分取チリ産ブルーベリー

その他
皮をむき種を取るチリ産ぶどうジュース

皮をむき種を取るタイ産パパイヤ

そのまま分取（種抜き）米国産プルーン

そのまま分取オーストラリア産グレープジュース果 汁

表２－１ 国産Ⅵ群及び個別食品中の残留農薬濃度 （ppb）

Ⅵ群
ぶどう
ジュース

みかん
ジュース

なしびわスイカいちご
りんご
（ふじ）

清 見
オレンジ

甘夏用途農 薬 名

１．２殺菌剤テトラコナゾール１
１．２殺菌剤ミクロブタニル２
５９殺虫剤アセタミプリド３

０．３殺虫剤エチオン４
３．９殺虫剤エトキサゾール５

１．４殺虫剤カルバリル６
１１１８２．８殺虫剤ジコホール７

０．２殺虫剤テブフェンピラド８
０．３殺虫剤ビフェントリン９

２．１殺虫剤フェニトロチオン１０
０．３殺虫剤ヘプタクロールエポキシド１１

２．０１６除草剤シマジン１２
０．７除草剤メトリブジン１３

１．０除草剤レナシル１４
１２８．１５．７５５．７５１６．４１６．４１６．４０．１４２．１１２．５５１２．５５一日食品摂取量（ｇ）
０．２５８００．０６４０．０２３００．０３４０．００８０．０１３０．０３１０．０３５一 日 摂 取 量（μｇ）

表２－２ 外国産Ⅵ群及び個別食品中の残留農薬濃度 （ppb）

Ⅵ群
グレープ
ジュース

プレーンパパイヤ
ぶどう
ジュース

ブルー
ベリー

バナナ
グレープ
フルーツ

オレンジ用途農 薬 名

０．４殺菌剤イソプロチオラン１
０．７殺虫剤イソプロカルブ２

２．２殺虫剤カルバリル３
２．０殺虫剤クロルピリホス４

０．２除草剤シハロホップブチル５
９６．８１１．５１２．３２５１２．３２５１２．３２５１２．３２５１０．９１２．５５１２．５５一日食品摂取量（ｇ）

００．０２５０．００８００．０２４０．００３００．００５０一 日 摂 取 量（μｇ）

図１ 国産Ⅵ群及び個別食品の農薬別一日摂取量 図２ 外国産Ⅵ群及び個別食品の農薬別一日摂取量

注）検出下限値：Ⅵ群及び果実；０．２ppb，ジュース；０．０４ppb，空欄：検出下限値未満



平成１６年度プロジェクト研究用に買上した試料（国産

品１２検体，輸入品９検体）について，平成１６年度に実施

した行政検査（買上検査）に準じた方法により，残留動

物用医薬品（１８物質）の分析を行なった。その結果，い

ずれの検体からも動物用医薬品は検出されなかった（表

１）。

宮城県保健環境センター年報 第２４号 ２００６ －１５７－

畜産物中の動物用医薬品の残留量調査

DeterminationofVeterinaryDrugsinAnimalProducts

山内 一成＊１ 赤間 仁＊２ 佐藤 信俊＊３

KazushigeYAMANOUCHI，HitoshiAKAMA，NobutoshiSATO

表１ 平成１６年度プロジェクト研究用試料中の残留動物用医薬品調査結果 単位：ppm

動 物 用 医 薬 品 注）

原 産 国品 目
ZNLβ－TBα－TBSQXSMXOXACTFPYRCDXmCPFXERFXFZSDDOMPSMRFBZABZm

TBZ＋
TBZm

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産牛ももかたばら切りおとし

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産牛 肉（小間切れ）

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産牛かたローススライス

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産豚ロースしゃぶしゃぶ用

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産黒 豚 カ レ ー 用

ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産鶏 む ね 肉

ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産比内地鶏ももむね肉

ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND国 産鴨 肉（国産鴨）

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産ボンレスハム（豚もも肉）

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産ボンレスハム（豚もも肉）

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産ボンレスハム（豚もも肉）

NDNDND－NDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDND国 産鶏 卵

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDオーストラリア牛肉(タスマニアビーフ)

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDオーストラリア牛 舌

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDタ イコ ン ビ ー フ

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDアメリカ合衆国豚 肉（ロースソテー用）

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDカ ナ ダ豚ばらスライス（解凍）

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDニュージーランド羊 肉（ラムスライス）

NDNDNDNDNDND－ND－NDNDNDNDNDNDNDNDNDアメリカ合衆国ソ ー セ ー ジ

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDND米 国ビ ー フ ジ ャ ー キ ー

－－NDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDNDニュージーランドビ ー フ ジ ャ ー キ ー

注）TBZ+TBZm：チアベンダゾールと５－ヒドロキシチアベンダゾールの和，ABZm：５－プロピルスルホニル－１Ｈ－ベンズイミダゾール，FBZ：フルベンダゾール，

SMR：スルファメラジン,OMP：オルメトプリム，SDD：スルファジミジン，FZ：フラゾリドン，ERFX：エンロフロキサシン，CPFX：シプロフロキサシン，

CDXm：キノキサリン－２－カルボン酸，PYR：ピリメタミン，CTF：セフチオフル，OXA：オキソリン酸，SMX：スルファジメトキシン，SQX：スルファキノキサリン，

α－TB：α－トレンボロン，β－TB：β－トレンボロン，ZNL：ゼラノール

＊１ 現 仙南保健福祉事務所

＊２ 現 環境対策課

＊３ 現 原子力安全対策室



１ はじめに

本調査は，プロジェクト研究「日常食品中に含まれる

化学物質に関する研究」の一環として実施したものであ

る。今般，代表的な有害重金属である水銀（以下Hg），
カドミウム（以下Cd），鉛（以下Pb），ヒ素（以下As）の

４種類について調査した。

これらの重金属に関する規制等の最近の動向は，Hgに
ついては，平成１７年１１月２日付けで「妊婦への魚介類の

摂食と水銀に関する注意事項」（「薬事・食品衛生審議会

食品衛生分科会乳肉水産食品部会」取りまとめ）に関し

厚生労働省から通知１）が出され，妊婦に対し食べる量と

食べ方などの注意が呼びかけられた。また，妊婦等を対

象とした耐容週間摂取量（メチル水銀：以下mHg）が２．０

μg／kg体重／週に引き下げられている。Cdについては，

コーデックス委員会において食品中の最大基準値策定が

検討されており，また，国内では農産物に関するCd低減

化対策が進められている。また，以上の金属やPb等の６

物質について，EUではRoHS指令（２００６年７月施行）に

より，電気・電子機器製品に対する使用規制措置がとら

れることとなった。Asについては，英国が２００４年に発表

した無機ヒ素を多く含有するヒジキについての注意喚起

を受け，厚生労働省では食品安全委員会，農林水産省な

ど関係府省と連携し，国際的な状況も踏まえた上で必要

な対応をとっていきたいと考えている，としている。

我々は，これら４種類の重金属について「国民栄養調

査（東北地域）」の群分けに基づき，Ⅰ群～ⅩⅢ群の調理・

加工済み試料から一日摂取量を調査し，知見を得たので

報告する。

２ 方 法

２．１ 調査対象試料（表２）

トータルダイエットスタディ調製試料（２０００年度，

２００２年度，２００４年度／－１８℃ 保存）を用いた。２００２年度

及び２００４年度についてはⅩ，越，閲群を３セット調製した。

２．２ 試料調製

凍結保存試料（約５０ｇ）を解凍後，適量精秤し分析し

た。

２．３ 測定方法等

総Hg：試料をセラミックボートに精秤し，日本インス

ツルメンツ㈱水銀測定用専用装置リガクマーキュリー

SPで測定した。

Cd，Pb，総As：試料１ｇをマイクロウエーブ（以下MW）

分解容器に精秤し，硝酸８mlを加え約２４時間放置。マイ

ルストーンゼネラル（株）MW分解装置で分解後，硝酸

１mlを加え再度MW分解した後約０．５mlに濃縮し，０．１％

硝酸で１０mlにメスアップしたものを，㈱日立製作所原子

吸光分光光度計Z－８２７０を使用し，標準添加法で測定し

た。

３ 結 果

日常食からの４種重金属一日摂取量は表１のとおりで

ある。

茨 総Hgの摂取量は７．３～１０．５μg（平均８．９μg）で，妊

婦等を対象とした耐容量（mHg）の３８％～５５％であっ

た。主にⅩ群，越群及びⅠ群から摂取されているが，

特にⅩ群の比率が高い。

芋 Cdの摂取量は３２．４～４８．２μg（平均４２．０μg）で，耐

容量の６５％～９６％であった。Ⅳ及び閲群を除く各群か

ら摂取されているが，Ⅰ，Ⅷ及びⅩ群からの比率が高

い。なお，Ⅰ群のCd濃度は平均０．０３３ppmであった。

鰯 Pbの摂取量は３３．８～５０．３μg（平均４２．５μg）で，耐

容量の１９％～２８％であった。Ⅱ群を除き各群から幅広

く摂取されているが，比較的Ⅰ群の比率が高い。

允 総Asの摂取量は１８１～３５０μg（平均２４３μg）で，耐

容量の７％～１４％であった。海産食品に高濃度のAsが
含有されていることは知られているが，海草を含むⅧ

群及びⅩ群が主要由来食品であった。

４ 考 察

茨 マーケットバスケット方式による今回の調査の結果，

４種重金属の一日摂取量はいずれも耐容量の範囲内で

あった。しかし，個人の摂取量は個別の食事で大きく

異なり，食品の偏りによっては耐容量を超過する場合

も考えられることから，バランスの良い食事が望まれ

－１５８－

有害重金属一日摂取量調査

SurveyofHazardousHeavyMetalsIntakeinDailyFoods

山内 一成＊１ 手代木 年彦＊２

福原 郁子 栁田 則明

KazushigeYAMANOUCHI，ToshihikoTESHIROGI，
IkukoFUKUHARA， NoriakiYANAGITA

＊１ 現 仙南保健福祉事務所

＊２ 現 仙台保健福祉事務所黒川支所



る。

芋 「平成１５年国民健康・栄養調査報告」２）では，東北地

域の一日当たりの魚介類摂取量は，１０３．７ｇ（全国平均

８６．７ｇ：７６．３～１０４．７ｇ）と他地域と比して高い摂取量

となっている。今回の調査ではPbを除いてⅩ群の寄与

率が高かったが，それをもって魚介類を否定的に捉え

ず，その栄養特性を十分に意識した摂取が重要である。

鰯 有害物質摂取量は，食品種，季節，あるいは栽培場

所等様々な要因で変動することが考えられ，今回の

データもそれを念頭に置いた評価が必要であるが，東

北地域の平均的な状況を把握する一助になり得たと思

われる。
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表１ ４種重金属一日摂取量
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表２ 調査対象試料
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平成１７年度生活化学部検査結果

SurveillanceDataofChemicalSubstancesinFoods,
HouseholdArticles,DrugsandOtherProductsin２００５

生 活 化 学 部

DepartmentofChemicalPollution

平成１７年度の生活化学部における食品、医薬品、家庭用品等の検査結果は、表１から表９のとおりである。

表１ 残留動物用医薬品検査結果 単位：ppm

検査品目および検査件数
用 途医 薬 品 名№

牛肉豚肉鶏肉鶏卵

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤チアンフェニコール１

＜０．００５＜０．００５－＜０．０１合成抗菌剤ナイカルバジン２

＜０．００５－－－抗 生 物 質ベンジルペニシリン３

＜０．００５＜０．００５－－合成抗菌剤エトパベイト４

＜０．００５－－＜０．００２寄生虫駆除剤クロサンテル５

－＜０．０５＜０．０１＜０．０１寄生虫駆除剤チアベンダゾールと５－ヒドロキシチアベンダゾールの和６

＜０．０５＜０．０５＜０．０１＜０．０５寄生虫駆除剤５－プロピルスルホニル－１Ｈ－ベンズイミダゾール－２－アミン７

－＜０．００５－－合成抗菌剤フラゾリドン８

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファメトキサゾール９

－＜０．００７＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファメラジン１０

＜０．０５＜０．０１＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファジミジン１１

＜０．００５＜０．０１６＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファモノメトキシン１２

＜０．０２＜０．００５－－合成抗菌剤ダノフロキサシン１３

＜０．０１＜０．００５＜０．０５＜０．０５合成抗菌剤エンロフロキサシン１４

＜０．０１＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤オフロキサシン１５

－＜０．０１＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファジアジン１６

＜０．０２＜０．００５－－合成抗菌剤シプロフロキサシン１７

＜０．００５＜０．００５＜０．００１＜０．０１寄生虫駆除剤レバミゾール１８

＜０．００５＜０．００５－－寄生虫駆除剤ピランテル１９

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤ピリメタミン２０

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤オルメトプリム２１

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤トリメトプリム２２

＜０．００５－－－寄生虫駆除剤モランテル２３

＜０．００５＜０．００５＜０．０１－合成抗菌剤ナリジクス酸２４

＜０．００５＜０．００５＜０．０１－寄生虫駆除剤アルベンダゾール２５

＜０．００５＜０．００５＜０．０１－合成抗菌剤ピロミド酸２６

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１寄生虫駆除剤フルベンダゾール２７

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１抗 生 物 質チルミコシン２８

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤オキソリン酸２９

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファキノキサリン３０

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファジメトキシン３１

＜０．００５＜０．００５＜０．０１－合成抗菌剤フルメキン３２

＜０．００５＜０．００５－＜０．０１合成抗菌剤ジフラゾン３３

＜０．００５＜０．０１６＜０．０１＜０．０１合成抗菌剤スルファメトキシピリダジン３４

＜０．２－－－抗 生 物 質スペクチノマイシン３５

－－＜０．０５－抗 生 物 質セフチオフル３６

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１寄生虫駆除剤トリクラベンダゾール３７

＜０．００５＜０．００５＜０．０１＜０．０１ホルモン剤α－トレンボロン３８

＜０．００１＜０．００１＜０．０１＜０．０１ホルモン剤β－トレンボロン３９

＜０．００１＜０．００１＜０．００１＜０．００１ホルモン剤ゼラノール４０

＜０．１－－－抗 生 物 質セファレキシン４１

５５６６検 体 数

０／５０／５０／６０／６検 出 率

３６３５２９２７検 査 項 目 数

１８０１７５１７４１６２総 項 目 数

注）検出率：定量下限値以上の値が検出されたもの。
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表２ カビ毒及びPCB等検査結果 単位：ppm

検 査 項 目
検体数検 体 名

パツリン総 水 銀PCB
０．１９～０．３１０．０１４～０．０１８結 果

４ス ズ キ
４／４４／４検出率

＜０．０１結 果
４りんごジュース

０／４検出率

注）検出率：定量下限値以上の値が検出されたもの。

表３ 遺伝子組換え食品検査結果

組換え遺伝子検体数検 体 名試 験 法

不 検 出８
判定不能２

結 果
１０

とうもろこし加工品

（ポップコーン）
定性試験（スターリンクとうもろこし；CBH３５１）

０／８検出率
ND～０．３０％結 果

１０大豆加工品（豆腐）定量試験（ラウンドアップレディー大豆；RRS）
０／１０不適率

注）安全性審査済みのラウンドアップレディー大豆について、分別生産流通管理が適正に行われた場合、５％以下の

意図せざる混入がみとめられている。

表４ アレルギー物質を含む食品の検査結果

対象アレルゲン検 体 数測定対象原材料検 体 名
陰 性結 果

１０そ ばう ど ん
０／１０不 適 率

陰 性結 果
８卵

ビスケット・クッキー
（卵表示なし） ０／８不 適 率

陰 性結 果
９乳

ベ ビ ー フ ー ド
（乳表示なし） ０／９不 適 率

陰 性結 果
１乳

ベ ビ ー フ ー ド
（乳表示有り） ０／１＊不 適 率

＊製造記録確認を行い原材料使用を確認したため表示は適切であった。

注）陰性：食品採取重量１ｇあたりの特定原材料由来のたんぱく含有量が１０μｇ未満。

表５ おもちゃの材質検査結果

おもちゃ中のフタル酸ビス（２－エチルヘキシル）（DEHP）の検査

DEHP検査項目
検体数検 体 名

０．１％基 準 値
＜０．０２％～４９．０％結 果

７お も ち ゃ
２／７＊検 出 率

＊検査の結果，２件のおもちゃから基準を超過するDEHPが検出された。そのうち１件は，収去時点で表示はなかっ

たが，実際は６歳以上対象製品であった。メーカーからの販売店舗に対する表示の指示が周知徹底されていなかっ

たため，業者は自主回収を行なった。もう１件については，食品衛生法第１１条第２項で定めるおもちゃの規格基準

違反により，管轄保健所は当該業者に対し当該品の回収を命じた。

表６ 医薬品等検査結果

不適件数項目数検査項目検体数検 査 品 目

０９確認試験，純度試験，乾燥減量，強熱残分１局 方 ゼ ラ チ ン

０１外 観 試 験
１造 影 カ テ ー テ ル

０５溶 出 物 試 験

０１５２合 計

不適件数項目数検査項目検体数検 査 品 目

０１ホルムアルデヒド２０乳幼児（出生後２４月以内）用繊維製品

０１ホルムアルデヒド２１上 記 を 除 く 繊 維 製 品

０４１４１合 計

表７ 家庭用品検査結果
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表８ 食品中の残留農薬検査結果（№１～１２０） 単位：ppm
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表８ 食品中の残留農薬検査結果（№１２１～１８０） 単位：ppm

表９ 室内空気中の揮発性有機化合物検査結果 単位：μg／逢

濃 度
指針値

入 居
３ケ月後

入居直後入居前揮発性有機化合物名№
濃 度
指針値

入 居
３ケ月後

入居直後入居前揮発性有機化合物名№

３８００４．１～９．８４．６～１３８．２～２７エチルベンゼン２１２．９～６．２４．４～１１８．９～２２２－ブタノン１

８７０６．１～１４６．０～２０１１～２７キシレン２２７．１～２２２１～３５１８～６１酢酸エチル２

２２００．１～０．７０．１～０．５０．８～２．５スチレン２３０．６～１．１０．７～１．７－ヘキサン３

２．３～１１２．０～１１１．９～８．２ノナン２４０．２～０．６０．２～０．６＜０．７クロロホルム４

０．７～５．９４．０～１０１．１～１１α ピーネン２５＜０．１＜０．１＜０．６１，２－ジクロロエタン５

０．８～７．３０．８～７．１１．９～１０１，３，５－トリメチルベンゼン２６＜０．６＜０．６＜３．０２，４－ジメチルペンタン６

２．９～２４２．６～１９６．５～３０１，２，４－トリメチルベンゼン２７＜０．１＜０．１＜０．５１，１，１－トリクロロエタン７

２．９～２６３．２～２３４．９～３７デカン２８３．６～５．８３．１～５．９８．６～２２１－ブタノール８

２４００．５～３．３０．６～３．３０．６～０．８１，４－ジクロロベンゼン２９０．９～１．９０．７～０．９１．１～２．１ベンゼン９

０．６～５．１０．６～３．７２．０～６．１１，２，３－トリメチルベンゼン３００．３～０．７０．４～０．５０．７～０．９四塩化炭素１０

０．９～１４０．７～５．０＜０．４リモネン３１＜０．１＜０．１＜０．６１，２－ジクロロプロパン１１

３．６～６．８３．８～２０８．９～１９ノナナール３２＜０．１＜０．１＜０．７トリクロロエチレン１２

２．４～１８３．０～１７７．１～２５ウンデカン３３０．１～０．２＜０．１＜０．６２，２，４－トリメチルペンタン１３

０．３～２．６０．２～１．８０．７～６．１１，２，４，５－テトラメチルベンゼン３４０．９～３．１０．６～２．０１．３ヘプタン１４

０．６～２．００．３～１．５１．１～４．２デカナール３５０．８～２．３０．７～３．１２．７～５．４メチルイソブチルケトン１５

１．８～３．１１．９～３．２１．７～３．４ドデカン３６２６０１４～３７３３～７３８４～１９０トルエン１６

１．２～１．９１．２～１．９１．１～２．２トリデカン３７＜０．０２０．０５～０．０６０．７ジブロモクロロメタン１７

３３０１．１～１．８１．０～２．０１．３～２．９テトラデカン３８０．８～１７１．１～２８０．９～３．３酢酸ブチル１８

０．３～１．００．３～１．２０．８～１．２ペンタデカン３９１．３～８．６０．８～４．４０．６～０．９オクタン１９

０．２～０．７０．３～１．００．８～１．６ヘキサデカン４００．２～２．４０．０３～０．３５＜０．１テトラクロロエチレン２０

４００９７～１９０１２０～２８０１９０～３５０総VOC４１注）新設県有施設を調査したもの。



１．はじめに

ダイオキシン類とはPCDD類，PCDF類，Co-PCB類の

総称であるが，毒性があると言われているのはPCDD類
７種類，PCDF類１０種類，Co-PCB類１２種類である。しか

し異性体の数はPCDD類７５種類，PCDF類１３５種類，PCB
類２０９種類もあり，これらはその汚染源の違いにより様々

なパターンを示す。我々は未知の汚染があった場合の発

生源推定について，平成１４年度から検討を進め，PCDD類，

PCDF類については４塩素化以上の全異性体分析を行っ

てきた。しかしPCB類についてはCo-PCB類と言われる１４

種類の分析しか実施しておらず，PCB汚染の全容につい

ては把握してない。環境中のダイオキシン類汚染には

PCB製品由来のものや燃焼により生成されたPCB等がか

なりあり，また生物のダイオキシン類汚染は殆どがPCB
であることから，今後はPCB類についても全異性体分析

を実施することが，その汚染源解明のためには必須であ

ると考えられる。今回は全PCB類分析を行うために問題

になると考えられる揮発性及びPCDD/DF類分析に必須

な方法である多層シリカゲルについての挙動を調べたの

で以下報告する。

２．方 法

１）GC条 件：カラム HT８-PCB（６０m）
注 入 量：２μl（スプリットレス）

昇温条件：１２０℃（１分）→（２０℃／分）→２００℃→

（３℃／分）→３００℃（２分）

MS条件：イオン化電圧４０V，イオン化電流５００μA，
加速電圧４．８KV，分解能１万以上

測定イオン（表１）

２）標 準 品

検量線作成用：関東化学㈱製 TPCB-CAL-A
クリーンアップスパイク用：関東化学㈱製

TPCB-CL-A１００

シリンジスパイク用：関東化学㈱製 TPCB-SY-A１００
３）実 験

① 揮発性の検討

クリーンアップスパイｸのPCB類①１００～２００pg及び②

１０００～２０００pgの量の２種類について，１０mlスピッツ中で

窒素パージを行った。完全に溶媒を留去後，さらに窒素

パージを２０分及び７０分行い，終了後シリンジスパイクを

①では１００～２００pg，②では１０００～２０００pgを添加後GC/MS
測定に付し，各PCB類の揮散状況を調べた。

② 多層シリカゲルカラムでの溶出パターンの検討

内径１０mmのカラムにJIS法に従って各種カラムを積層

した。これにクリーンアップスパイクのPCB類１００～
２００pgを添加しn-ヘキサンで溶出した。溶出フラクショ

ンを５０ml毎に分画し，各分画を濃縮後シリンジスパイク

１００～２００pg添加しGC/MS測定に付した。
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測定m/z対象物測定m/z対象物

２００．０７９５
１Cl１３C体１８８．０３９３

１Cl１２C体
２０２．０７６６１９０．０３６４

２３４．０４０６
２Cl１３C体２２２．０００３

２Cl１２C体
２３６．０３７６２２３．９９７４

２６８．００１６
３Cl１３C体２５５．９６１３

３Cl１２C体
２６９．９９８６２５７．９５８７

３０１．９６２６
４Cl１３C体２８９．９２２４

４Cl１２C体
３０３．９５９７２９１．９１９５

３３５．９２３７
５Cl１３C体３２３．８８３４

５Cl１２C体
３３７．９２０７３２５．８８０５

３７１．８８１７
６Cl１３C体３５９．８４１５

６Cl１２C体
３７３．８７８８３６１．８３８６

４０５．８４２８
７Cl１３C体３９３．８０２５

７Cl１２C体
４０７．８３９８３９５．７９９６

４３９．８０３８
８Cl１３C体４２７．７６３６

８Cl１２C体
４４１．８００８４２９．７６０６

４７３．７６４８
９Cl１３C体４６１．７２４６

９Cl１２C体
４７５．７６１９４６３．７２１６

５０９．７２２９
１０Cl１３C体４９７．６８２６

１０Cl１２C体
５１１．７１９９４９９．６７９７

表１ 全PCB測定イオン



３．結果，考察

１）揮発性の検討

著者らは以前PCDD/DF類について，その揮発性を調べ

たところ主に低塩素化体が窒素パージ過程で揮散するこ

とを報告した１）。PCB類については，PCDD/DF類よりも

低分子であることからより揮発し易いことが予想された

ため本実験でそれの揮発性について調べた。この揮発性

はPCDD/DF類ではキャッチャーとしての高塩素化体の

存在により，抑えられることが判明しているので，添加

量を２段階設定し実験を行った。その結果，どちらの添

加量でもほぼ同様に低塩素化体の揮散が起こっているこ

とが判明した（図１，２）。PCB類で，PCDD/DF類で認め

られた高濃度での低塩素化体の揮発の抑制が全く認めら

れなかったことは，高塩素化体のキャッチャーとしての

効果がPCDD/DF類と比較し弱いことを示していると考

えられる。しかし塩素数ごとの減少速度は，ほぼPCDD/
DF類と類似したパターンを示しており，その揮発性はほ

ぼ塩素数と反比例していることは明かであった。特に１

～２塩素化体はエバポレーター処理，窒素パージ処理に

より，すべての工程を問題なく処理しても回収率はほぼ

６０％前後となることが判明した。これらの揮発は，定量

の際は内標準法により補正されるため，値については問

題ないが，実験室内の汚染や検出下限値等を考慮すると，

好ましい現象ではないので，今後も改善に向けて検討が

必要である。

２）多層カラムでの溶出パターン

現在ダイオキシン類分析で公定法として多用されてい

る多層カラムでのPCB類の溶出パターンを調べた。その

結果（図３，４），多層カラムでは特に１塩素化体が溶出

量２００mlでは全く溶出されず，２塩素化体もかなり遅れ

て溶出されることが判明した。そのため，これら低塩素

化体を回収するためには，さらにn-ヘキサン溶出量を増

やすか，より高極性溶媒で溶出する必要があることが判

明した。

４．まとめ

１）揮 発 性

環境中のPCB分析では存在量から考えると，最終濃縮

液量は数１０μlにする必要があり，窒素パージでの濃縮工

程は必須のものである。この工程で特に１，２塩素化体

が極めて揮発し易く，問題無く作業を行っても回収率は

約６割となることが判明した。また，この揮発性につい

てはほぼ塩素数に反比例していることも明かとなった。

２）多層シリカゲルでの溶出パターン

ダイオキシン類の精製工程で大いに有効である多層シ

リカゲルカラムでの挙動を調べた。その結果，この工程

では特に１，２塩素化体の回収率が低下することが判明し

た。最終的な精製操作の際は，より多量のn-ヘキサンか

又はより極性の高い溶媒で溶出する必要があることが明

かとなった。

＜参考文献＞

１）鈴木滋他：第８回環境化学討論会要旨集，p．１１６（１９９９）．
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図１ 窒素パージ（１００～２００pg）１～５Clの揮散

図２ 窒素パージ（１００～２００pg）６～１０Clの揮散

図３ 多層カラムでのPCB（１～５Cl）の溶出パターン

図４ 多層カラムでのPCB（６～１０Cl）の溶出パターン



１ はじめに

平成８年５月の大気汚染防止法の改正に伴い，地方公

共団体は有害大気汚染物質による大気汚染状況の把握に

努めなければならないと定められ，本県では平成９年１０

月から県内４地点において有害大気汚染物質のモニタリ

ング調査を開始した。

揮発性有機化合物（以下「VOCs」）は，優先取組物質

であるベンゼン，トリクロロエチレン及びテトラクロロ

エチレン等の９物質について調査開始当初から測定を

行っているが，優先取組物質以外のVOCsについても県内

における濃度分布状況を把握する必要があると考え，前

年度に引き続き調査を行ったので報告する。

２ 方 法

２．１ 調 査 地 点

調査は次の４地点で行い，調査区分を括弧内に示した。

① 大河原町 仙南保健福祉事務所（一般環境）

② 名 取 市 名取自動車排出ガス測定局（沿道）

③ 塩 竃 市 塩釜大気汚染測定局（発生源周辺）

④ 古 川 市 古川Ⅱ大気汚染測定局（一般環境）

２．２ 調査期間，測定頻度

平成１６年４月から平成１７年３月までの一年間，月に１

回２４時間試料採取を実施した。

２．３ 調査対象物質

優先取組物質９物質を含むVOCs合計４１物質を対象と

した。

２．４ 試料採取及び測定方法

「有害大気汚染物質測定方法マニュアル１）」に従い実

施した。大気試料は真空化した６Lキャニスター容器を

用い２４時間採取，大気試料濃縮装置（Tekmar社製AUTOCan）
により試料を導入しGC／MS（HP社製HP６８９０＋日本電子

社製JEOLJMS-AMⅡ１５）で分析を行った｡

３ 結 果

VOCsの測定結果（年平均値）を表１に示した。年平均

値は原則として１２回の測定結果を算術平均して算出した。

なお，平均値の算出にあたり検出下限値未満の場合は検

出下限値の１／２値を用い，検出下限値以上で定量下限

値未満の場合は測定値を用いた。優先取組物質９物質の

うち大気環境基準の定められているベンゼン，トリクロ

ロエチレン，テトラクロロエチレン及びジクロロベンゼ

ンの４物質について，環境基準を超える物質は無かった。

さらに，優先取組物質について平成１５年度地方公共団体

等における有害大気汚染物質モニタリング調査結果２）と

比較したところ，名取市のジクロロメタン及びクロロホ

ルム，塩竃市のジクロロメタン，アクリロニトリル及び

クロロホルム，古川市のクロロホルムが高めであったが，

その他の物質は同程度か低めであった。

優先取組物質以外の物質について，各調査地点の年平

均値を比較したところ，前年度同様にフロン類４物質，

四塩化炭素及び１，１，１－トリクロロエタンは調査地点によ

る差が非常に少なかった。一方，エチルベンゼン，キシレ

ン類は塩竃市，古川市で特異的に高い濃度を示した。

４ まとめ

前年度に引き続き優先取組物質に加え優先取組物質以外

のVOCsについて，各調査地点における単年度の濃度分布状

況を把握した。今後データの蓄積を図り多変量解析等を行

うことにより，県内の汚染実態がより明確になると考える。

参考文献

１）環境庁大気保全局大気規制課：有害大気汚染物質測

定方法マニュアル，平成１０年３月

２）環境省環境管理局大気環境課：平成１５年度地方公共

団体等における有害大気汚染物質モニタリング調査結

果，平成１６年９月

宮城県保健環境センター年報 第２４号 ２００６ －１６７－

大気中の揮発性有機化合物調査

StudyonVolatileOrganicCompoundsinAtmosphericSamples

佐久間 隆 小泉 俊一 北村 洋子

木戸 一博 加賀谷 秀樹

TakashiSAKUMA，Syun-ichiKOIZUMI，YokoKITAMURA
KazuhiroKIDO，HidekiKAGAYA

キーワード：有害大気汚染物質；揮発性有機化合物（VOCs）

KeyWords：hazardousairpollutants；volatileorganiccompounds（VOCs）



－１６８－

単
位
：
主
/逢

表
１

V
O
C
sの

測
定
結
果

（
年
平
均
値
；
平
成
１６

年
度

）

全
国
デ
ー
タ

２
）

（
平
成
１５

年
度
）

環
境

基
準

又
は

指
針

値
定
量
下
限
値
（
１０

σ
）
平
均

検
出
下
限
値
（
３
σ
）

最
大
濃
度

最
低
濃
度

全
体
平
均

古
川
市

（
一
般
環
境
）

塩
釜
市

（
発
生
源
周
辺
）

名
取
市

（
道
路
沿
道
）

大
河
原
町

（
一
般
環
境
）

物
質
名

謂
最
大

最
小

０
．０
２７

０
．０
２１

０
．０
０３

２
．９

２
．１

２
．６

２
．６

２
．７

２
．６

２
．６

Fr
eo
n１
２

１

０
．０
１９

０
．０
１０

０
．０
０２

０
．２
０

０
．１
１

０
．１
３

０
．１
３

０
．１
４

０
．１
３

０
．１
３

Fr
eo
n１
１４

２

０
．０
１１

０
．０
０７

０
．０
０２

１
．７

０
．７
８

１
．２

１
．１

１
．３

１
．２

１
．１

C
hl
or
om
et
ha
ne

３

０
．０
６６

１０
０
．０
１０

０
．０
０６

０
．０
０２

０
．０
９４

N
D

０
．０
２４

０
．０
２３

０
．０
２５

０
．０
２６

０
．０
２４

C
hl
or
oe
th
en
e

４

０
．２
９

０
．０
３０

０
．０
１６

０
．０
０４

０
．３
５

０
．０
３８

０
．１
４

０
．１
２

０
．１
２

０
．２
４

０
．０
９５

１
,３
-B
ut
ad
ie
ne

５

０
．２
３

０
．０
１０

０
．０
０４

０
．１
３

０
．０
２８

０
．０
６２

０
．０
５８

０
．０
６４

０
．０
６７

０
．０
５７

B
ro
m
om
et
ha
ne

６

０
．０
２５

０
．０
１４

０
．０
０４

０
．１
４

０
．０
１６

０
．０
５３

０
．０
４４

０
．０
６９

０
．０
５２

０
．０
４６

C
hl
or
oe
th
an
e

７

０
．０
２８

０
．０
１３

０
．０
０５

１
．８

１
．０

１
．５

１
．５

１
．５

１
．４

１
．５

Fr
eo
n１
１

８

０
．０
２４

０
．０
１３

０
．０
０４

１
．２

０
．５
５

０
．６
７

０
．６
５

０
．７
１

０
．６
９

０
．６
３

Fr
eo
n１
１３

９

０
．０
２７

０
．０
１６

０
．０
０４

N
D

N
D

０
．０
０４

０
．０
０４

０
．０
０４

０
．０
０４

１
,１
-D
ic
hl
or
oe
th
en
e

１０

２
．４

１５
０

０
．０
２１

０
．０
１８

０
．０
０４

１７
０
．４
６

３
．０

１
．７

５
．４

３
．８

１
．３

D
ic
hl
or
om
et
ha
ne

１１

０
．１
３

２
０
．０
３６

０
．０
１９

０
．０
０３

０
．５
９

０
．０
０４
５

０
．１
０

０
．１
０

０
．１
７

０
．０
７６

０
．０
３８

A
cr
yl
on
itr
ile

１２

０
．０
６０

０
．０
２７

０
．０
０５

N
D

N
D

０
．０
１１

０
．０
１１

０
．０
１２

０
．０
１１

０
．０
０９

１
,１
-D
ic
hl
or
oe
th
an
e

１３

０
．０
２６

０
．０
１６

０
．０
０４

０
．０
０８

N
D

０
．０
０４

０
．０
０４

０
．０
０４

０
．０
０４

０
．０
０４

c-１
,２
-D
ic
hl
or
oe
th
en
e

１４

０
．２
４

０
．０
１２

０
．０
０６

０
．０
０２

４
．８

N
D

０
．４
９

０
．３
７

０
．５
１

０
．９
０

０
．１
６

C
hl
or
of
or
m

１５

０
．０
１８

０
．０
１２

０
．０
０２

０
．２
６

０
．０
６７

０
．１
４

０
．１
３

０
．１
４

０
．１
５

０
．１
４

１
,１
,１
-T
ric
hl
or
oe
th
an
e

１６

０
．０
２８

０
．０
１４

０
．０
０３

０
．７
２

０
．５
６

０
．６
４

０
．６
５

０
．６
５

０
．６
５

０
．６
３

Te
tra
ch
lo
ro
m
et
ha
ne

１７

０
．１
３

０
．０
１６

０
．０
０７

０
．０
０２

０
．１
６

N
D

０
．０
５２

０
．０
５１

０
．０
３４

０
．０
５９

０
．０
６４

１
,２
-D
ic
hl
or
oe
th
an
e

１８

１
．９

３
０
．２
４

０
．１
５

０
．０
０８

２
．５

０
．３
５

１
．３

１
．１

１
．２

１
．８

０
．９
８

B
en
ze
ne

１９

０
．９
２

２０
０

０
．０
２３

０
．０
１１

０
．０
０４

０
．７
９

０
．０
１６

０
．１
６

０
．０
８８

０
．０
７９

０
．１
０

０
．３
８

Tr
ic
hl
or
oe
th
yl
en
e

２０

０
．０
１９

０
．０
１０

０
．０
０３

０
．１
２

N
D

０
．０
４２

０
．０
３９

０
．０
４３

０
．０
４５

０
．０
４１

１
,２
-D
ic
hl
or
op
ro
pa
ne

２１

０
．０
２７

０
．０
１６

０
．０
０４

０
．１
２

N
D

０
．０
１２

０
．０
０４

０
．０
２１

０
．０
１４

０
．０
０８

c-１
,３
-D
ic
hl
or
op
ro
pe
ne

２２

０
．０
９７

０
．１
０

０
．０
０３

７７
０

１
．９

１４
０

１６
０

１８
０

１９
０

２４
To
lu
en
e

２３

０
．０
１２

０
．０
０７

０
．０
０２

N
D

N
D

０
．０
０２

０
．０
０２

０
．０
０２

０
．０
０２

０
．０
０２

t-１
,３
-D
ic
hl
or
op
ro
pe
ne

２４

０
．０
１６

０
．０
１０

０
．０
０１

０
．０
５０

N
D

０
．０
０４

０
．０
０３

０
．０
０４

０
．０
０３

０
．０
０７

１
,１
,２
-T
ric
hl
or
oe
th
an
e

２５

０
．３
８

２０
０

０
．０
２７

０
．０
１２

０
．０
０５

０
．２
７

０
．０
２８

０
．１
２

０
．１
１

０
．１
３

０
．１
５

０
．０
９６

Te
tra
ch
lo
ro
et
hy
le
ne

２６

０
．０
２４

０
．０
１３

０
．０
０３

０
．０
７０

N
D

０
．０
０５

０
．０
０４

０
．０
０５

０
．０
０４

０
．０
０９

１
,２
-D
ib
ro
m
oe
th
an
e

２７

０
．０
２０

０
．０
１３

０
．０
０３

０
．１
８

０
．０
１９

０
．０
６８

０
．０
７５

０
．１
０

０
．０
６０

０
．０
３８

C
hl
or
ob
en
ze
ne

２８

０
．０
３３

０
．０
２６

０
．０
０３

３７
０

３
．６

５７
９５

１０
０

２０
９
．１

Et
hy
lb
en
ze
ne

２９

０
．０
５６

０
．０
４５

０
．０
０３

１４
００

２
．３

２０
０

３５
０

４１
０

１７
８
．５

m
-＆
p-
X
yl
en
e

３０

０
．０
９７

０
．０
８１

０
．０
０３

１２
００

０
．５
４

１５
０

２８
０

３１
０

６
．０

３
．８

o-
X
yl
en
e

３１

０
．０
２４

０
．０
１５

０
．０
０２

２２
０
．０
２２

２
．５

２
．７

４
．５

２
．６

０
．２
３

St
yr
en
e

３２

０
．０
４７

０
．０
２３

０
．０
０５

N
D

N
D

０
．０
０７

０
．０
０７

０
．０
０７

０
．０
０７

０
．０
０７

１
,１
,２
,２
-T
et
ra
ch
lo
ro
et
ha
ne

３３

０
．０
２６

０
．０
１７

０
．０
０２

１３
０
．０
４５

２
．４

２
．５

４
．３

２
．５

０
．２
７

１
,３
,５
-T
rim
et
hy
lb
en
ze
ne

３４

０
．０
３４

０
．０
１８

０
．０
０２

３７
０
．２
２

５
．３

５
．１

８
．４

７
．０

０
．７
３

１
,２
,４
-T
rim
et
hy
lb
en
ze
ne

３５

０
．０
２２

０
．０
０９

０
．０
０３

０
．１
２

N
D

０
．０
１６

０
．０
０７

０
．０
０７

０
．０
０９

０
．０
３９

m
-D
ic
hl
or
ob
en
ze
ne

３６

０
．０
３０

０
．０
１７

０
．０
０３

１
．７

０
．１
０

０
．５
４

０
．４
９

０
．７
７

０
．６
０

０
．２
９

p-
D
ic
hl
or
ob
en
ze
ne

３７

０
．０
１９

０
．０
０９

０
．０
０４

０
．２
３

N
D

０
．１
０

０
．１
０

０
．１
１

０
．１
４

０
．０
７０

o-
D
ic
hl
or
ob
en
ze
ne

３８

０
．０
３０

０
．０
１７

０
．０
０５

０
．６
０

N
D

０
．３
０

０
．２
９

０
．３
０

０
．３
２

０
．２
８

１
,２
,４
-T
ric
hl
or
ob
en
ze
ne

３９

０
．０
２９

０
．０
１５

０
．０
０４

０
．４
８

N
D

０
．１
１

０
．０
２５

０
．０
２４

０
．１
７

０
．２
１

H
ex
ac
hl
or
ob
ut
ad
ie
ne

４０

注
：
平
均
濃
度
の
算
出
に
あ
た
り
，
検
出
下
限
値
未
満
の
値

は
検
出
下
限
値
の
１
/２

を
平
均
値
算
出
に
用
い
た
。「

ND
」
は
，
検
出
下
限
値
未
満

を
示
す
。

は
優
先
取
り
組
み
物
質
で
あ
る
。



１ はじめに

宮城県内産海産物の食の安全を確保するために，平成

１６年度からプロジェクト研究「微生物汚染と環境」を実

施している。平成１６年度に行った鳴瀬川水系の一般細菌

数および大腸菌群の変動については，すでに報告したが，

河川水から２５℃および３７℃発育条件で分離した従属栄養

細菌の同定を行ったので報告する。

２ 調査方法

２．１ 検 体

平成１６年度に一般細菌数測定のため２５℃および３７℃

で７日間培養した普通寒天培地から，発育集落をランダ

ムに釣菌し，HI半流動保存培地で－３０℃に保存した菌株

を検体とした。

なお，菌は４月・６月・９月（１０月）・１２月・３月の

５回分，各温度毎に１検体について１０集落ずつ釣菌した。

２．２ 同 定 法

保存菌をBHIブイヨンに１白金耳接種し，２５℃ 発育菌

は２５℃，３７℃ 発育菌は３７℃ で培養した。１日から７日

間培養後，混濁を認めたものを普通寒天培地に塗沫，さ

らに１日から７日培養した。検出したコロニーを図１に

示した方法で同定した。

３ 結 果

３．１ ２５℃発育菌

２５℃発育菌で菌種の同定されたものを表１に示した。

グラム陰性桿菌が多く検出され，Pseudomonas属や

Aeromonas属などの環境常在細菌が同定された。

グラム陽性菌はほとんど検出されなかった。

３．２ ３７℃発育菌

３７℃発育菌で菌種の同定されたものを表２に示した。

グラム陰性桿菌が多く検出された。２５℃発育菌に比べ

Enterobacter属，Klebsiella属などの腸内細菌に属するもの

が多く同定された。

グラム陽性菌はほとんど検出されなかった。

４ まとめ

鳴瀬川水系河川水の２５℃および３７℃発育菌あわせて

３００株の同定を行った。同定できた細菌の多くはグラム

陰性桿菌で，グラム陽性菌はほとんど検出されなかった。

また，２５℃発育菌は環境常在細菌が，３５℃発育菌は腸内

細菌が多い傾向が認められた。
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図１ 細胞類の同定手順



－１７０－

表１ ２５℃発育菌

注１）NFR：ブドウ糖非発酵性桿菌で同定不能のもの

注２）ND：菌の生育を認めなかったもの

表２ ３７℃発育菌

注１）NFR：ブドウ糖非発酵性桿菌で同定不能のもの

注２）ND：菌の生育を認めなかったもの



平成１７年度，食中毒事件および有症苦情等において原

因究明のため実施した検査結果を表に示した。患者便１１２

検体，健康者便１６６検体，食品６８検体およびふき取り等

９５検体，合計４４２検体の検査を実施した。

食中毒事件となった９件で病原微生物が明らかになっ

た。その内訳は，カンピロバクター・ジェジュニ４件，

腸炎ビブリオ菌１件，サルモネラ・モンテビデオ１件，

ノロウイルス（NoV）３件であった。

サルモネラ・モンテビデオが病因物質であった老人保

健施設の食中毒では，便２４件（患者・健康者）および検

食のグリーンサラダから菌が検出された。

なお，NoVについては微生物部で検査を行った。

宮城県保健環境センター年報 第２４号 ２００６ －１７１－

平成１７年度食中毒検査結果

TheResultsofExaminationofFoodPoisoningin２００５

試 験 検 査 部

キーワード：食中毒；カンピロバクター・ジェジュニ；サルモネラ・モンテビデオ；ノロウイルス

Keywords:foodpoisoning；Campylobacterjejuni；SalmonellaMontevideo；Norovirus

備考検出微生物
検体（内訳）

検体数原因食品発病場所＊＊担当保健所受付月日＊№
水菌株ふき取り食品吐物健康者便患者便

関連調査
（食中毒）

カンピロバクター・ジェジュニ１４１４不 明郡 山 市
塩釜・岩沼・
黒川・石巻

Ｈ１７．４．５１

食 中 毒ノロウイルス７１２１０岩 カ キ石 巻 市石 巻Ｈ１７．４．１８２

食 中 毒ノロウイルス６３１６７３２飲食店の食事亘 理 町岩 沼Ｈ１７．５．１８３

有症苦情カンピロバクター・ジェジュニ２３６１１不 明角 田 市仙 南Ｈ１７．７．６４

食 中 毒カンピロバクター・ジェジュニ１１０３４１８飲食店の食事仙 台 市黒 川Ｈ１７．７．７５

有症苦情検出せず１１不 明東松島市石 巻Ｈ１７．７．１９６

食 中 毒カンピロバクター・ジェジュニ１１１０１２３１８ホテルの食事蔵 王 町仙 南Ｈ１７．７．２２７

感 染 症
腸 管 出 血 性 大 腸 菌
O１５７：VT１，２（＋）

１１不 明福 岡 市仙 南Ｈ１７．７．２８８

食 中 毒カンピロバクター・ジェジュニ２６２４１２６４１
ホテル内で摂食
した食品

蔵 王 町仙南・塩釜Ｈ１７．８．１９

食 中 毒腸炎ビブリオO３：K６１１０９１５２６従業員食堂の食事村 田 町仙 南Ｈ１７．８．５１０

食 中 毒サルモネラ・モンテビデオ５２９１１９９１６２グリーンサラダ多賀城市塩 釜Ｈ１７．８．１９１１

有症苦情検出せず１１不 明石 巻 市石 巻Ｈ１７．９．５１２

関連調査
（有症苦情）

検出せず１１不 明多賀城市塩 釜Ｈ１７．９．１４１３

ドクササコ１１キ ノ コ栗 原 市栗 原Ｈ１７．１０．１２１４

食 中 毒

黄色ブドウ球菌（エン
テロＡ，コ型Ⅶ・エン
テロＡ，コ型不明），セ
レウス（エンテロ＋），
ノロウイルス

４１６９２９殻付き生カキ（推定）仙 台 市
石巻・塩釜・
岩沼

Ｈ１７．１２．５１５

有症苦情カンピロバクター・ジェジュニ１２３不 明石 巻 市石 巻Ｈ１７．１２．６１６

関連調査
（食中毒）

ノロウイルス８８飲食店の食事相 馬 市岩沼・仙南Ｈ１７．１２．２０１７

食 中 毒ノロウイルス１５２０３５カニ握り寿司（推定）山 元 町岩 沼Ｈ１７．１２．２７１８

感 染 症ノロウイルス２１７１９不 明多賀城市塩 釜Ｈ１８．１．１１１９

関連調査
（有症苦情）

黄色ブドウ球菌（エン
テロＡ，コ型Ⅶ）

２２不 明福 島 市岩 沼Ｈ１８．１．２８２０

感 染 症ノロウイルス６３９不 明利 府 町塩 釜Ｈ１８．２．２３２１

５１２７８６８１１６６１１２４４２合 計

表 食中毒検査結果

＊最初の検体の受付日 ＊＊患者が発病した主な場所



平成１７年度，食中毒事件および有症苦情等において原

因究明のため実施した検査結果を表に示した。

食中毒事件となった５件で病原微生物が明らかになっ

た。その内訳は，腸炎ビブリオ２件，ノロウイルス（NoV）
３件であった。

なお，NoVについては微生物部で検査を行った。

－１７２－

平成１７年度食中毒検査結果

TheResultsofExaminationofFoodPoisoningin２００５

古 川 支 所

キーワード：食中毒；腸炎ビブリオ；ノロウイルス

Keywords：foodpoisoning；Vibrioparahaemolyticus；Norovirus

表 食中毒検査結果

備考検出微生物
検体（内訳）

検体数原因食品発病場所＊＊担当保健所受付月日＊№
その他ふき取り食品吐物便

関連調査
（食中毒）

カンピロバクター・ジ

ェジュニ，黄色ブドウ

球菌（エンテロB，コ型
Ⅶ），ノロウイルス

１１不 明遠 征 先大 崎Ｈ１７．４．５１

食 中 毒ノロウイルス５１３９旅 館 の 食 事気仙沼市気仙沼・大崎Ｈ１７．５．２５２

食 中 毒腸炎ビブリオO３：K６１１仮設飲食店の食品気仙沼市気 仙 沼Ｈ１７．８．９３

食 中 毒腸炎ビブリオO３：K６２７９不 明気仙沼市気 仙 沼Ｈ１７．８．１１４

関連調査
（食中毒）

検出せず２２旅 館 の 食 事いわき市大 崎Ｈ１７．８．２３５

有症苦情検出せず３６９５２３不 明本 吉 町気 仙 沼Ｈ１７．１０．６６

感 染 症

ノロウイルス，黄色ブ

ドウ球菌（エンテロC；
コ型不能，エンテロB；
コ型Ⅱ）

９２０２９不 明豊 里 町登 米Ｈ１７．１１．２５７

食 中 毒

ノロウイルス，黄色ブ

ドウ球菌（エンテロB；
コ型Ⅶ，エンテロC；コ

型不能）

３９３９不 明韓 国気 仙 沼Ｈ１８．１．３０８

食 中 毒ノロウイルス９１１２０飲 食 店 の 食 事古 川 市大 崎Ｈ１８．２．１４９

不良食品
苦 情

バシラス属３３包 装 米 飯古 川 市大 崎Ｈ１８．２．１７１０

感 染 症
ノロウイルス，サルモ

ネラ・ロンドン
２２不 明古 川 市大 崎Ｈ１８．３．２１１１

５２０２２０９１１３８合 計

＊最初の検体の受付日 ＊＊患者が発病した主な場所
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